
令和７年度の新規実施予定事業について

参考資料



〔若年層確保・定着支援事業〕

○ DXや脱炭素などの社会環境変化や人材不足の状況下に企業として対応し、企業価値を高めていく
ためには、
・従業員一人ひとりのリスキリングなど、「人的資本の水準の向上」
・社員の働きがいの向上や多様で柔軟な働き方など、「ウェルビーイングの向上」

を一体的・総合的に進めることで人材価値を最大限に引き出す「人的資本経営」が重要。

○ 一方で、人的資本経営の実現にあたって、企業ごとに課題や重視する取組は異なる。

①人事戦略の立案①人事戦略の立案 各企業が抱える経営・人
事戦略上の課題把握や、
「ひとづくり」に向けた
戦略構築を支援

②人事施策の導入②人事施策の導入 人材確保・育成・定着に向
け、各企業の実態に応じた
創意工夫による施策導入を
支援

企業におけるリスキリングの推進やウェルビーイングの向上の促進に向け、
① 経営層の人事戦略の立案 ② 企業の創意工夫による具体的な施策導入

の各ステップにおける取組を支援

スキルアップ支援
企業が実施する従業員のスキルアップを支援する取組等

奨学金返還支援
企業が実施する若手従業員の奨学金返還負担軽減策等

〔経営層のリスキリング・マインドチェンジ〕

経営層や人事担当役員等を対象にしたゼミの開催
各企業の経営課題を可視化したうえで、課題解決に向けて導入す
べき人事施策や、デジタルなど新技術の活用可能性を考えるきっ
かけづくりを支援

経営戦略の実現に必要な
人事戦略の立案・構築

人材の採用・定着・育成
や従業員のエンゲージメ
ントの向上など、具体的
な人事施策の実施

【企業の取組視点】 【支援の方向性】 【R7年度施策の方向性】

①人的資本経営に向けた経営層のマインドチェンジ事業（労働雇用政策課）
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経営層向け講座

人的資本経営の重要性や具体的な取組手法を学び、各企業での取組実践に
つなげる講座を開催する。

・リスキリング、 DX
・従業員のウェルビーイング向上 など

※実施回数：計８回実施

施策KPI：
・経営層向けゼミ参加企業数
（20社）
・経営層向けゼミ参加者のう
ち、経営に関する考え方に
変化のあった経営層の割合
（90%）

施策KPI：
相談・フォローアップ
支援社（100社）

相談・フォローアップ支援等

専門家による個別相談
講座受講企業のフォローアップ、リスキリングに向けた伴走支援等

※個別相談：のべ100回実施
伴走支援：５社に対し実施

プレセミナー

人的資本経営の背景理解
「DX・リスキリング」についての理解醸成

2

①人的資本経営に向けた経営層のマインドチェンジ事業（労働雇用政策課）



惹きつける

育てる報いる

人的資本経営

人事戦略立案 • 組織をどうしていきたいか
• どんな人と働きたいか
• 何を大事にしたいか
⇒限られた資源で人へ投資していく
優先順位の決定

人事戦略のサイクル

若年層等確保・定着支援事業

中小企業の人事戦略による投資に対し３年間を集中的支援期間として助成する。
※奨学金返還支援は３年間の申請期間と５年間の申請に対する助成期間で延べ８年間実施する。

スキルアップ支援
企業が従業員のDX・GXにかか
る資格取得に際し手当として支
出した額等への助成

奨学金返還支援
企業が若手従業員の奨学金返還に際し
負担軽減のために支出した額への助成

従業員のワークエンゲージメント向上
業務効率の向上
企業の魅力創造・発信

• しが採用ゼミによる経営
者のマインドチェンジ

• 合同企業説明会等

しがジョブパーク

• 経営課題に対する
即戦力人材確保支援

プロフェッショナル
人材戦略拠点

県内中小企業

若年層
人材

確保

育成定着

②若年層等確保・定着支援事業（労働雇用政策課）
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事業スケジュールイメージ

②若年層等確保・定着支援事業（労働雇用政策課）

採用後5年間助成

集中的支援期間

3年間助成

R7 R８ R９ R10 R11 R12 R13 R14

申請期間 既交付決定分の支出のみ

A

社

B

社

制

度

導

入

制

度

導

入

採
用

採
用

採
用

採
用 採用から退職時まで３年間助成

退
職

採
用

奨学金返還支援

スキルアップ支援
従業員のDX・GXにかかる資格取得に際し手当として支出した額等への助成

申
請

例
採用後5年間助成 追

加
申
請

採
用 対象外

対象外

対象外

対象外

申
請
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制度周知・動機づけ マッチング・就労支援 定着・育成 地域展開

就業や生活の地として「世界から選ばれる滋賀」を実現するため、県内企業と外国人材の双方に対し、外国人材の活躍促
進に向けた支援を展開。一連の取組により地域における外国人材雇用の好循環を創出し、県内産業の持続的な成長を促す。目的

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４

○▽合同企業説明会(国内・海外)
○ 求人情報掲載

□【拡】就労場面における日本語・
ビジネスマナー講座

○ ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研修
○ 社員育成等に関する支援

○【新】異文化理解促進ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

○ 外国人材への効果的な広報、
PR手法の提案

○ 雇用契約手続きサポート

○ 面接対策支援
○ 履歴書作成支援
○ 県内企業情報の提供

企
業
対
象

人
材
対
象

企
業
・
人
材

• 外国人材雇用に対する企業の抵抗感
の払拭や適正就労の促進

• 滋賀県を就労の地の選択肢に含めて
もらうための動機付け

• 外国人材を県内企業就職に繋げるた
め、県内企業と国内外の外国人材と
のマッチングや採用・就職を支援

• 本県の持続的成長を支える人材と
して定着、長期活躍を支援

• 外国人材雇用の課題である言語・
慣習の相違によるトラブルを解消

• 県域全体として外国人材雇用の
促進、取組の底上げ

• 新たな外国人材の流入促進

▽ 県内企業における短期就業体験

○ 外国人材雇用セミナー
○ 外国人材関連情報収集、発信

〇 【新】滋賀県体験・魅力発信
○ 留学生向けキャリア形成講座
▽ ハノイ工科大学での日本語講座

○ 【新】滋賀県体験・魅力発信(再掲)
○▽【新】外国人材間のつながり形成

○【新】外国人材雇用先進企業の
好事例（人事制度・サポート体制
等）共有機会の創出

▽ 民間企業との連携によるインター
シップの実施等

外国人材の日本語能力向上・
ビジネス文化の習得支援

マッチング機会創出
外国人材と日本人社員の
相互理解促進・職場改善

就職活動支援

県内企業と外国人材双方の
ギャップ解消・理解深化

外国人材雇用の動機付け・
適正就労の促進

県内企業就職への動機付け

企業の採用活動支援

「人が人を呼ぶ」
好循環づくり

県内企業の好事例の
発信・共有

日本人社員や人事担当者等
への支援・マインドセット

県以外の取組への展開

○ 県内企業・外国人材の双方への相談対応等 ： 滋賀県外国人材受入サポートセンターによる支援

○ ニーズ把握、課題整理、先進事例の創出 ： 【新】フォローアップおよび各事業を通じて収集した情報の蓄積・分析

○：外国人材総合支援 ／ □：日本語・ビジネスマナー講座 ／ ▽：ベトナム人材交流推進事業

③外国人材活躍促進事業（労働雇用政策課）
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現
状

働き方改革関連法が施行され、労働時間法制の

見直しや公正な待遇の確保が進められた。

しかし、人材面、資金面で課題のある中小企業

においては、多様で柔軟な働き方ができる環境

整備など「魅力ある職場づくり」に十分取り組め

ているとはいえず、人材確保や人材育成につな

げられていない。

中小企業や業界団体等を対象とした
「魅力ある職場づくりセミナー」

（Ｗｅｂ，会場）の実施
周知・広報

☆中小・零細企業の経営者・
従業員に対し、様々な手段
で情報（セミナー開催・アド
バイザー派遣）を届ける。

●多様なメディアによる周知・広報

・ラジオ、新聞広告、ＨＰ、ＳＮＳ、
チラシ、ＤＭ

●関係団体等と連携した周知

・滋賀労働局、社会保険労務士会
・県主催のイベント等での周知

成果の共有

☆各テーマ毎に専門の講師による

セミナーを主催

・職場のカスタマーハラスメント対策
・改正育児介護休業法 など

☆業界団体への出前セミナー

・各業界（建築・物流・医療業界など）
の研修等へ、専門家が出向いてセミナ
ーを実施

魅力ある職場をつくる
アドバイザーの派遣

☆ 「魅力ある職場づくり」に

関心のある企業に対して、
各企業の課題に応じた解決
策を提案するアドバイザー
を派遣

☆ アドバイザーが 「魅力あ
る職場づくり」に向けて、適
切な国・県の助成金や支援
制度等を紹介

☆ アドバイザーの派遣

を受けた企業の中から、
「魅力ある職場づくり」
に取り組んだ企業の成
果を共有する場を設け
る。

☆ 成功事例は、県のパ
ンフレットやＨＰ等で紹
介し、他の企業の参考
にしてもらうとともに、企
業の広報（情報発信）に
つなげる。

＜例＞
国：キャリアアップ助成金、両立支援助成金
業務改善助成金、人材開発支援助成金

県：滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点
リスキリング支援、ＷＬＢ推進登録制度

その他：働き方改革推進支援センターの紹介
など

中小・零細企業に十分な情報が届けられていないのではな
いか。様々な手段で周知・広報する必要がある。

人手不足の中、中小企業の経営者や従業員が、無理なくセ
ミナーへ参加できるよう、様々な開催形式にする必要があ
る。

各企業が抱える課題は様々である。各企業に応じた課題の
整理と解決策が求められる。

成功事例の共有により、「魅力ある職場づくり」を他の企業
にも波及させることが重要。

誘導

きっかけ

ＳＴＥＰ１

ＳＴＥＰ２
ＳＴＥＰ３

共有

誘導

課
題

④魅力ある職場づくり事業（労働雇用政策課）

6



⑤オープンファクトリー推進事業（商工政策課）
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大阪・関西万博を好機に、企業の認知度向上や将来的な人材確保につなげるため、県内の中小企業
が製造現場を公開する“オープンファクトリー（ＯＦ）”の取組を後押しする。

１．自社の魅せ方を学ぶワークショップ等の開催（１回以上）
参加事業者（20社程度）がＯＦの先駆地域等から学ぶ。

２．大阪・関西万博関連のＯＦイベントの開催（４日間：２社／日）
万博開催期間中に、県内企業やＯＦへの関心を高めるため、
小学生～大学生向けに万博関連のテーマ（先端技術等）で
ＯＦを実施。

３．モデル地域にて“地域一体型ＯＦ”の試行（２日間：６社／日）
次年度以降も事業者が主体的に地域で取組を継続されるよう、
モデル地域（２地域）を設定し、参加事業者同士の交流会等を
開催することで、企業間連携を促進。

→その後小学生～大学生向けに、“地域一体型ＯＦ”を試行実施。

・全国的に「地域一体型OF」が活発化

・子どもや若者対象のＯＦへのニーズが高い
（参考）自社の現在の課題は、 （Ｒ６県アンケート結果による）
１位：人材確保、２位：人材育成、３位：情報発信力

〇参加事業者：
認知度向上、従業員の意識変化、人材確保への好影響 等

〇参加者： 「モノづくりや現場の価値」の理解、キャリア教育 等

目的

概要

事業効果 【参考】現状
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⑥しがテックイノベーション創出事業（イノベーション推進課）

①リスキリングブリッジ創出事業委託
〇概要
近年、半導体、宇宙、AIなど、技術の進歩が加速している分野については、常に現状の把握を継続し更に中小企
業等が持っている技術の磨き上げを加速する必要がある。そこで成長分野への新規参入のための人材育成プログ
ラムを大学等と実施する。成長分野のトレンドや全体像の把握など開発の方向性を決めるヒントとなる「基礎講座」。
半導体や電子部品など特定分野に特化した専門性の高い内容を学ぶ「実践講座」を実施。新分野進出の橋渡しを
行う。
〇背景
・国策としての半導体関連産業（取引先へのサスティナブルの要請）の国内回帰への流れ
・宇宙ビジネスが身近になりつつあり、自動車産業の電子化・グローバル化の加速も見据え新分野の開拓も重要
・急速な進歩を遂げるAI・３D技術などを、製造現場などへ展開する事による効率化・自動化が急務である

〇事業内容

中小企業等

新たなイノベーションの創出
新分野の開拓

大学との連携

基礎講座、実践講座によるリスキリング
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⑦【参考情報】デジタルリーフレット（商工政策課）

＜掲載先＞
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/syougyou/339911.html

優れた技術等により高いシェアを誇る県内中小企業の魅力を発信し、企業の知名
度向上や人材確保等につなげるため、デジタルリーフレット「実はここにも滋賀
の技」を作成。令和７年３月時点で41社掲載。


